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キー ワー ド

    フルオロカーボン類（CFC、 HCFC、 HFC） 、冷媒、 LCA、 地球温暖1匕抑制策、

    回収対策、破壊処理対策

概要

 1974年 にCFCに よるオゾン層の破壊が指摘されて以来、先進国においてCFCの 生産が1995

年末 までに全廃された。現在までは、オゾン層の保護を目的としてHCFCま たはHFCへ と代

替対策が取 られてきたが、フルオロカーボン類による環境負荷は、オゾン層破壊だけでな く地球

温暖化へ大 きな影響 を与える点にある。したがって、温暖化抑制の観点、からもフルオロカーボン

類の対策を検討する必要がある。

 フルオロカーボン類は冷媒、断熱材、発泡剤、洗浄剤およびエアゾールな ど様 々な用途に使用

されている。そこで、本研究では回収技術が導入されている冷媒用フルオロカーボン類に注 目し、

冷媒の将来の廃棄量を予測 し、回収 ・破壊処理による温暖化抑制効果を検討した。その結果、評

価対象機器中に充填されている冷媒の1999年 から2010年 までの各年のCO 2換 算廃棄量は、

1990年 の日本の1次 エネルギー消費によるCO 2排 出量のそれぞれ7～3%に 相当した。したが

って、通常の温暖化抑制策は、長期的な取 り組みにより効果が得 られ るのに対 して、冷媒の回収

は、短期 ・中期的に大きな効果が得 られる優先順位の高い温暖化抑制策であることがわかった。

ただ し、2000年 以降 冷媒のCO 2換 算総廃棄 量：は急速に減少するため、早急に冷媒の100%

回収 を目指す必要 があることがいえる。
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1.は じめ に

 1974年 にCalifornia大 学のMohnaら{i】 よりchlorofluorocarbon（ 以下C：FCと 略記）による

オゾン層の破壊が初めて指摘されて以来、国際的な協力によって、先進国においてCFCの 生産

は1995年 末 までに全廃された。

 しか し、既設のCFC使 用機器は現在もなお稼働 しているため、これ らの機器中に充填された

CFCを 回収 し、適正な処理をおこな うことが、オゾン層保護のための重要な課題 となる。

 一方、フルオロカーボン類による環境負荷は、オゾン層破壊だけでな く、地球温暖化へ大 き

な影響を与える点にあ り、CFCは1kg当 りの温室効果がCO 2よ りも約4000～10000倍 とはる

かに大 きい關 。また、hydrochlorofluorocarbon（ 以下HCFCと 略記）や塩素原子を全 く含 ま

ずオゾン層を破壊 しないhydrofluorocarbon（ 以下HFCと 略記）も同様 に、温室効果がCO 2

の約500～3000倍 である。したがって、オゾン層保護だけでな く、温暖化抑制の観点からもフ

ルオロカーボン類 に対する対策を検討する必要がある。特に、先進国においてCFCの 生産は全

廃 されたが、途上国においては依然使用が許可されているため、これ らのCFCを 回収 し、適正

な処理 をおこなうことはオゾン層保護だけでな く、地球温暖化抑制のためにも重要であ り、早急

に対応する必要がある。

 そこで、本研究ではフルオロカーボン類の将来の廃棄量を予測 し、それらの回収、運搬および

破壊処理によるCO 2排出量を考慮 して、回収 ・破壊処理による温暖化抑制策としての効果を評

価することを目的 とする。
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2.評 価 文橡 機器 の設定 と評価 方法

2.1評 価対象機器の設定

 フルオロカーボン類は冷媒用 ・断熱材用 ・発泡剤用 ・洗浄用およびエアゾール用など様々な用

途に使用されている。そこで、1985年 から1998年 までの時系列データ〔4牌3}をみると、1991年

頃までは冷媒、エアゾール、発泡剤 （断熱材を含む）、洗浄剤の出荷量の比率はおよそ20：5：

25：50で あったが、CFCの 代替対策が進められると同時に洗浄剤の用途が急速に減少 したため、

現在の出荷比率はおよそ60：5：25：10一 と冷媒用の比率が大 きく拡大 している。また、冷媒は

密閉された機器内で使用され.気体または液体の状1で あるため技術的に回収が実施 しやすいと

い う利点がある。そこで本研究では、冷媒の使用機器 に限定し、表・2.1を評価対象とする。

 ただ し、これら対象機器中の冷媒は冷媒用全体の一部分であ り、1985年 から1998年 までの

冷媒用総出荷量の30～50%に 相当する。その他にも、航空機および列車用空調機、船舶用冷凍

機、その他特殊大型施設の冷凍冷蔵機器および空調機器な どに使用されているが、出荷台数や冷

媒充填量などのデータの入手が困難なため、本研究では検討の対象外とする。また、京都議定書

において、フルオロカーボ ン類のうちperfluorocarbon（PFC） やSulphur hexa血uorideも 温室効

果ガスとして削減対象物質に指定されたが、本研究では冷媒を分析の対象としているため、ここ

での検討の対象外 とする。

表一2.1評 価対象の機器の設定
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2.2評 価方法

22.1新 規出荷台数の予測方法

 冷媒用フルオロカーボン類は、空調機器および冷凍冷蔵機器等の冷媒として使用されている。

そこで、表・2.1に定めた各機器の将来の出荷台数を予測することにより、それら機器内に充填さ
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れている冷媒の将来の出荷量を算出する。

 ここで、各機器の出荷台数が国内総生産の影響を受けると考え、（1）式を用いて新規出荷台数
X∫を予測する。

      a

墨..=λ 弖ρ些

Xo  GDPo
… … （1）

         A； 定数    α ；所得弾性値

         Xo,GDPo； 分析初年度のデータ

 （1）式の両辺の対数をとり、既存のデータを与えて回帰分析をおこなうことで、これらのパラ

メータを決定する。そして、（1）式に将来の予測された国内総生産を与えることにより、将来の

新規出荷台数xtを 予測することができる。

 ただし、評価対象機器が他の機器に代替されるなど、その出荷台数がGDP以 外の影響を受け

ると考えられる場合は、（2）式を用いる。ここで、Yは 対象機器に影響を与える機器の出荷量を

表す。

xt
. GDP-A…

xo  GDPo

αY

rβ …… （2）

これらの式を用いて算出された将来の各機器の出荷台数に対して、冷媒充填量を掛け合わせる

ことにより、将来の冷媒用フルオロカーボン類の出荷量を求める。

2.2.2廃棄量の予測方法乃

 冷媒の回収による温暖化抑制効果を検討するには、まず各機器からの将来の廃棄量：を予測する

必要がある。そこで、各機器の市場における残存率が、寿命分布としてよく用いられるワイブル

分布に従うものとし、各年の廃棄量を次のように求める。

 γ年に出荷された寿命T年 の機器1が、τ年において市場で利用されている確率は、ワイブル

のパラメータをmと すると次式で表せる。

   R（τ一γ）零・xp[一L（m）（t-YT）m】 一 ・⑥

        ただし、L（m）旨{r（1+⊥）}m一 ・・④
                 m

 ここで、機器の使用時における冷媒漏洩率Ω【%!台・年]を考慮すると、1台 当 りの初期の冷媒

充填量をQyと したとき、 τ年における充填量Q.は 次のように表せる。

   Qt=Qy× （1一Ω）τ塵γ    …… （5）

 したがって、γ年におけるある機器の出荷量をSYと すると、τ年度 （τ年からτ+1年 の期
間） に廃 棄 され る冷媒の量wtは 次の ように して求め られ る。

   wz=Sy×{R（ τ一γ）一・R（τ+1一 γ）}×Qt   ・…・・（6）

3



 以上より、τ年度における総廃棄量耽 は、τ年以前に出荷された機器のτ年時点までの廃棄
量暁 の総和となる。ただし、らを分析初年度とする。

       

   WT =Σ 【lsγ×{R（τ一γ）一R（τ+・一γ）}×2。】 …一⑦
     γ 一to

 この冷媒廃 棄量に、使用されている冷媒のGWPを 掛け合わせることによって、 CO 2換算廃棄

量が求められる。

4



3.分 析 に関する前提条件の設定

3.1基 礎データの設定

3.1.1評 瞰 橡 機器の基礎デー蝉 団【1鯛

 各機器の平均寿命、冷媒充填量：、初期冷媒、代替冷媒およびその移行比率を表・3.1および表.

3.2に 示す。ただし、下記の条件のもとに設定 した。

・冷媒充填量は同一製品でも能力や容量により異なるが
、各業界によって算出された代表的な

 値 を用いる。

・カr._.エアコン
、ルームエアコン、家庭用冷蔵庫および自動販売機の平均寿命は、ワイブル関

 数を用いて保有台数を推計し、その推計値が保有台数の実データと最適に合うように、最小

 二乗法を用いて平均寿命の値を決定する。その他の機器については、保有台数のデータが入

 手困難なため、平均寿命は文献圖を参考に設定する。
・初期冷媒から代替冷媒への移行比率は文献【31を参考に仮定する

。ただし、HCFCを 使用して

いる場合は、モントリオール議定書で定められた削減スケジュールに間に合うように、2000

年以降、年間10%ず つ新規代替冷媒へ移行すると仮定する。

 ところで、将来的には新規代替冷媒にHFC系 混合冷媒や非フロン系冷媒が利用される可能性

が考えられるが、しかし、新規代替冷媒の候補は未定であり、現在はまだ実用化されていないた

め、現在の冷媒が引き続き使用されると仮定して分析をおこなう。

表一3.1初 期 冷媒がC：FCの 機 器に関す る仮定 隅191{五〇1{」11

対象機器
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除湿機        o.i
『 .

  8 CFC-12

幽    一

  一r凹 啼    一一

 10：0

一二3・7

7

「
沿

.
2

翫

10

&

 3：7

 3：7

 2：8

 5：5

一一2；8

 8：2

 5：5

 7：3   .. 5：5

._～二7：3  一  _5：5

 7：3     5：5

    

π2、8

..一面

_Ω ：10

-q進

..0旦 Ω

、一3：7-

 3：7

一 〇；：ユq..

 2：8

 0：10

一一ユ ：9

 1：9

 ヨ  

二1、9
5：5

0：io

、_2・豊τ

 2：8

 2：8

注）家庭用冷蔵庫は、冷媒だけでなく断熱材も評価対象に含める。
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表一3.2初 期冷媒がHC：FCの 機器に関する仮定匿

一 対糊[ユ 欝[糊 醜 丁■tee

麹 厩 呈畜亘≧a70.83ト13.212 HCFG22_HCFC-22土_R410AR410A一

議纛瓢 匪 ヒ劃 罎瀏三1濺三
注） 「HFC系 」 とは、「HFC-134a」 と仮定する。

L

0

イ

 

0

 

.

2

 

一

「
]
」
一
」

代替への移行比率

2000年 以降、年間10%ず づ

 代替冷媒へ移行する。

3.1.2環 境負荷データEel

 評価対象 となるフルオロカーボン類の環 竟負荷データを表・3.3に示す。本研究では、最も代表

的な温室効果 ガスであるCO2を 基準物質 としたときの地球温暖化係数 （Global Warming

Potential； 以下GWPと 略記）を用いることとし、 GWP 100年 値 を使用する。

 また、オゾン層破壊係数 （Ozone Depletion Potential； 以卞ODPと 略記）を用いて、オゾン

層破壊への影響量の計算をおこなう。ただし、ODPと はC：F（一11のオゾン層破壊能力を基準と

した、他のフルオロカーボン類のオゾン層破壊能力を表している。

表一3.3フ ルオロカーボン類の環境負荷データ図

繍コ 」7
CFC-11

CFC-12

 R-502

FICFC-22

HCFC-1411欟劃
⊥嬾i
一 昼q._」.一

_.1Q2一_L

璽藤醤⊥璽懣購1
4000  亅一_
一 一8500

        14.6 1   1300

 R-410A _=。=一。[二 亟廴=
注）ただし、GWPは100年 値を用いる。

飜 二t⊥4

 1一一

1一 一一一 一

〇.344

     0.055

ユー仁

3.2分 析の前提条件の設定

3.2.1回 帰分析における条1牛12皿1躙【1q[1q【1η1司圖四鬪

 主に実質国内総生産121を説明変数とし、（1）式または（2）式を用いて各機器の新規出荷台数を予

測する。ただ し、次の仮定のもとで回帰分析 をおこなうものとする。

a. 乗用車、トラヅク、バスについて、新車登録台数と新規出荷台数は同様の意味のものとし、

  新車登録台数を用いて計算をおこなう。また、エアコン搭載率が100%搭 載と仮定して分析

  をおこなう。

b. トラヅクおよびバスは、1991年 から保有台数が一定する傾向にあるため、過去5年 間の

s



C.

d

e.

f

9

平均値 をとり、保有台数がその値を保つように新規出荷台数を求める。

遠心式冷凍機およびチ リングユニヅトは、吸収式冷凍機の増加に伴い出荷台数が減少する

ため、吸収式冷凍機の出荷台数を説明変数に加え、（2）式を用いる。

パ ヅケージエアコンは、1990年 以降出荷台数が減少 し、ビル空調設備の一体化による影響

と考え、吸収式冷凍機の出荷台数を説明変数に加え、（2）式を用いる。

コンデンシングユニヅトは、冷凍冷蔵ユニヅトや別置型冷凍冷蔵ショーケースなどと同時

に使用される。そこで、回帰分析によって高い相関が得 られた冷凍冷蔵ユニ ヅトの出荷台数

を説明変数に加え、（2）式を用いる。

内蔵型冷凍冷蔵ショーケ,___,スは、別置型へと代替され、出荷台数が1990年 以降急減する

ため、別置型の出荷台数を説明変数に加え、（2）式を用いる。

冷水機は、出荷台数が1990年 以降急減するが、清涼飲料水の出荷量の増加による影響 と

考え、 ミネラルウォータ.._...の出荷量を説明変数に加え、（2）式を用いる。

 ところで、輸送用冷凍冷蔵ユニッ ト、コンデンシングユニット、冷凍冷蔵ユニ ヅト、 内蔵型

および別置型冷凍冷蔵ショーケースは、冷凍用と冷蔵用で使用冷媒および充填量が異なるため、

用途ごとに分類 して検討する必要がある。そこで、文献18担 畷 レ1は りそれ らの出荷比率を求め、

その比率を表・3.4のように仮定 し、回帰分析によって各機器の新規出荷台数を求めた後に、表・

3.5を 用いて冷凍用および冷蔵用の用途別にその出荷台数を分配する。

表・3.4 冷凍冷蔵用機器の用途別出荷比率181{蹄41

    .一一櫞 機器竺 ”二 「π二臟 ；匪コ苅∵コ
輸送用冷凍冷蔵ユニット      冷凍用  冷蔵用=10 60

              半密閉蓮コンデンシングユニット                  密閉型=30                      70

冷凍冷蔵ユニヅト              冷凍用一                  冷蔵用=20                      匆
内蔵型冷凍冷蔵ショーケース   冷凍用  冷蔵用=3565

劉置犁避驪 蔵ン昇ゴ=：る__⊥ 蜀就L_途 遡=1090

3.2.2経 済成長率1圏圏

 国内総生産を説明変数 として新規出荷量の予測をしているため、まず、将来の国内総生産の数

値 を設定しなければ、各機器の新規出荷量を求めることができない。そこで、短期 ・中期の経済

成長率 を文献よ り表・3.5のように仮定 し、また、長期経済成長率の予測は困難であるため、2004

年以降は経済成長率が基準ケースの2%で あると仮定する。

表一3.5経 済成長率の設定圜闘

禰
師

oる, 
 
・  

嘛
 

曳

一
壓

2㎜
砺
㎝
疽
2
}

2.002
2.2]2璽]
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3.3回 収および破 壊処理 に関する前提条件の設定

3.3.1冷 媒の漏5曳率

 冷媒の使用過程における漏洩率を表・3.6に設定する。ただし、漏洩率のデー タが入手困難で

あった部分については、本研究では0%と 仮定して分析をおこなう。また、生産時漏洩率と設置

時漏洩率とは次のように意味を持つ。

・「生産時漏洩率」とは、機器の生産時において、冷媒を機器内に充填する際に生じる漏曳率

 を表す。

・ 「設定時漏洩率」とは、機器製造時には冷媒は充填されず、現地での機器および配管等の設

 置時において、そこで冷媒を充填する際に生じる漏洩率を表す。

表 一3.6各 機 器 におけ る冷媒の漏 洩率Iz41

             引 _塑_ 一腔離鸛
家庭用冷蔵庫一l II 一_一一1_..

_カ=ー ア身≧ 一__一_  0.5 _

ルームエアコン     0.1

務用冷凍空調機器類   0.1

  _自 驢.__」.__恚_

：望聾1璽釧

三廴≧L立」
3.3.2現 在の回収率

 冷媒の 「回収率」を次のように定義する。

 「回収率」=・「機器回収率」 × 「冷媒回収率」・・く8）

ただ し、右辺の各項 を次のように定義する。

・「機器回収率」とは
、廃棄された各機器に対 して、冷媒の回収が実施された割合を表す。

・「冷媒回収率」 とは
、各機器1台 当 りの充填冷媒 量：から、回収可能な冷媒量の割合を表す。

表一3.71997年 の各機種別および事業者別の機器回収率

機器の種 類、 一一[=一 回収ルー・ト

家庭用冷蔵庫       自治俸

カーエアコン

業務用

冷凍空調器

産業廃棄物処理業

アイーフー

中古車小売業

=「 糊遡 率岡一

整備業

 
 
棄

朕
穩
鰹

管
它

8

[
尸0

 
9
一

ワ
」

O
U
 
9
一

   18

   20
   9

   49

   92

8



  回収実施状況については、数件岡圏砌の報告書が公表 されているが、これ らのデータには

ばらつきが見 られる。これは、データが抽出調査から拡大推計されているため、調査対象の範囲

によって違いが生 じるからである。また、自治体 と業者のどちらを対象に調査 しているかによる

違いもある。そこで本研究では、より詳細にデータが報告されている文醜261を 用いることに し、

その機器回収率を表・3.7に示す。ただ し、これは1997年 の各事業所における機器回収率を表 し

ている。また、断熱材、ルームエアコンおよび 自動販売機に関 しては機器回収率のデータが入手

困難であったため、1997年 時点では冷媒の回収実施率が0%で あると仮定する。

 また、（8）式において 「冷媒回収率」とは 「機器1台 から最低限可能な冷媒を回収できる割合」

を表し、すなわち 「回収の効率」を表しているが、回収方法や回収機器の高性能化および回収時

間の延長などにより冷媒回収率を向上させることが可能である。そこで、現在の回収技術をもと

に推定される値8}国闘を参考にして冷媒回収率を表・3.8のように仮定する。

 ところで、回収された冷媒の うち数%は 、補充用冷媒として再利用される。しかし、

実際の再利用量の統計データが入手困難であるため、本研究では再利用を考慮しない。

表一3.8機 器1台 当 りからの冷媒回収率圈悶閼

_                回収可能率 一
カーエアコン

家庭用冷蔵庫

ルームエアコン
_」 一三

糊 

一 

一 

「 

一

㍗
ー
1
⊥1

⊥

1

60

「
80

60

大型冷凍空調機器類

ヌンデンシング三ニット類

=ゴ杢ii聖と票一ケー・ス類

9・
『8・
【6・
 
⊥…頁二

3.3.3将 来の回収率目標数値

 各業界 ごとに提示された、2010年 における回収率の目標数値24〕を表・3.9に示す。これを用い

て、将来予測される冷媒の廃棄量に対 して、そのときの冷媒の回収量を求め、回収による温暖化

抑制効果を評価する。

 ただし、カーエアコンについて 「回収可能カバー率を70%」 とは 「国内出荷量について、予

測される廃棄量のうち70%が 回収可能である」として分析する。また、業務用機器について「80%

以上 を回収」とあるが、大型冷凍空調機器類はすでに92%実 施されているため2010年 では

100%回 収達成とし、コンデンシングユニヅ ト類および一体型ショーケース類は、回収制度が整

備され始めた段階であるため、2010年 における回収 目標率を80%と 仮定する。
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表一3.92010年 における各業界 ごとの回収 目標率ELI

纐 一一ユ1    目蠍 値

糂 聯 ■ ター芳一に引き渡され繍 舳車内の蜘 驫 を愈 る.
か エアコン ユ∴騨 鹸渤 厳 カノ¥一一可勲 を漁 歌 想財 る0一一一…

ルームエアコン トた 捌 面ぎ渡漸 癩 癇 三アコラ内の勲1・ ・蹙軈 する.

一覊 鵬 塑纏 劉 一・塑 二 灘 者磁 する廃轗 融 禰 緬8・無 を回厩. 

.自墾 轡 、…⊥壽惚=難 塾噫 鷙塑 塑 璽室麺 藁 二三 、1=1

3.3.4冷 媒の廃棄経路2躙

 現在、各madま 表・3.10から表・3.12のような経路をたどって廃棄され るものとする。

表一3.10冷 蔵庫の廃棄経路

墜 怜1撫 司窒「
表 一3.11カ ーエアコ ンの廃棄経 路

勧
簸

讖

西
古ト中驫 劇1
一 整皚業.__ 一一1一 

鰍 杢鑿 __一.一L

一1「i騎岡

劉
表一3.12ル ー ムエ アコ ンの廃棄経 路

巨齢一
、」.一割合跳正
   90L

重町村_一一!一一.」0

  一卞
    内訳  一                            「      一                                                                一                                                一                        一                畠

    市町村
    一             一    齟     一   一  一  一

一 一∵劉

ただし、業務用機器類に関しては参考資料がないため、ヒアリングにより、大型冷凍空調機器類は

「ビル整備業」へ、コンデンシングユニット類は「装置製造・管工事業」へ、一体型ショーケース類はス

クラップされると仮定する。

3.3.5冷 媒の運搬 ・破壊処理方法

 フルオロカーボン類を回収所から破壊処理施設へ運搬する際に、エネルギー消費によってCO、
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が発生する。そこで、アンケー ト調査によ りフルオロカーボン類の運搬方法およびその距離を表

・3.13に 設定する。

 また、各破壊処理施設によって破壊処理方法やそれに伴 うエネルギー消費量が異なるが、本研

究では破壊処理技術 として代表的なロータリーキルン法を用いるとし、文献128】およびアンケー

ト調査を基にして表・3.14に設定する。

 ところで、破壊処理施設では廃プラスチ ヅクや廃油などの廃棄物に混合 してフルオロカーボン

類が焼却分解 されへ このとき補助燃料にA重 油が使用 される。そこで、各 フルオロカーボン類

の結合3旦1を分解するのに十分な熱量が得 られるように、焼却分解する際のA重 油の熱利用効率

を70%と 仮定 してA重 油の投入量を決定し、これよ り破壊処理する際のエネルギー消費による

CO 2排出量 を求める。

表一3.13運 搬に関する基礎 データの設定

運搬方法

運攤讎 1

 （往復）

エネルギー

 消費

  サイズ

   手段

フロン積載量[㎏/台1

  県内近郊_._.一一一_

.一..圏外遠方
   ㈱

   燃費

軽油のCO2原 単位

   主に20㎏ ボンベ

   主に10tト ラック

約5600kg（20kg x約280本 ）

  約150㎞ （100～200㎞ ）

  約500㎞ （200～800㎞ ）

_一__一 一一一.軽油 一一
     3.5km/L

   2644.26g-CO2/L

注）軽油のCO2原 単位は電力中央研究所の報告書の値蜊

表一3.14破 壊処理に関する基礎 データの設定

破壊処理方法

フロンlkg

当た りのエ

ネルギー消

 費量

廃棄物との混合比

臘
  電力

電力のCO2原 単位

重油のCO2原 単位

ロータ リーキル ン法

    2%

約2kWh/kg（1～3kWh/kg）

429臣PQ傘 脳
 主にA重油
290.08g-CO2/Mcal

注1}電 力のCO2原 単位は1990年 度産業連関表より算出された値

注2）A重 油のCO2原 単位は電力中央研究所の報告書の値飾
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4.分 析結果

4.1分 析における各係数の算出結果

4.1.1回 帰分析α 系数の決定

 本研究では、（1）式および（2）式を用いた回帰分析によって、各機器の新規出荷台数を求める。

そこで、本分析で決定 した各係数A、 αおよびβの値とそれぞれのt値 を表一4.1に示す。また同

様に、このときの決定係数を表・4.1に示す。これより、十分に高い決定係数が得られたため、こ

れらの係数を用いて各機器の将来の新規出荷台数を求める。

表一4.1回 帰分析の各係数とt値

対象機器

家庭用冷蔵庫

埀用車用エアコン

小型ルームエアコン

中 ・大型ルームエアコン

パッケージエアコン

明F  繭 一  ヨ¶ 画一 買冫 巳 一一 一

   A 土
_1_1.06（1.99）

  0.91（2.59）

遠心式冷凍機

チリングユニヅト

回帰分析餅系数 （t値）

0.73（ 一5.53）

0.83（2.65）

    74（0.97）

    17（1.46）

 -0.84（ 一3.80）

覊誰∵1
輸送用冷凍冷蔵ユニ ヅト  __L-1.60（3.77）

            0.99（・0.36）

1.08（1.11）

1.02（0.43）

別置犁冷凍冷蔵シヨコケニZ一.り.92（2.55）

業務用冷蔵庫

嬲
冷水機

二11： 嬲
   1.12（1.29）

自動販売機

靆
1.75（5.48）

1.02（0.22）

一一一a

O.44（9.03）

0.79（13.34）

2.54（15.01）

5.82（26.61）

」ユ7.2?（ 一3.'76）.

 一3.10（一5.04）

i
]
i

 
 
…

蠶

 

 
迢

じ』一

    os70.93

一〇.72（一2.73）

     むマ 

」2塞a⑳ 」P,68
・21←14壁1-0.76

     一晦 一
     〇.67

     0.988.74（1.43）0.77

3.69（9.81）

一〇.93（一5.19）

1.48（7.44）

一6.33（一2.78）

4.73（9.24）

9.14（12.91）

0.79（11.00）

 一5.93（一2.06）

1.56（9.29）

2.68（11.78）

劃 コ1 
_0.97

0.88

-0 .29（一1.43）0.93

0.77

0.90

4.1.2ワ イブル関数の係数の決定

 カーエアコン、ルームエアコン、家庭用冷蔵庫および自動販売機について、ワイブル関数によ

って決定したパラメータを表・4.2に示す。ただ し、その他の機器については、保有台数の実デー

タが入手困難なため、表・3.1および表・3.2に示 した平均寿命Tが 機器の寿命の半減期と一一致す

ると考え、〃掬3.44と 仮定する。ワイブル関数による保有台数の推計値 と実データとの間に十

分な相関関係が得られたため、 これらを用いて各機器 の将来の廃棄台数 を求める。
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表一4.2ワ イブルパ ラメvタmの 値

ラメータ

堕 一ヨ

4.021

3.79

5.56 __1

5.021

                                                                                     ロ            て ド          コ         コ               ロ                 

腔 鉾
一一器L

亀隻一

                      ヒ     に                       ハ   ハ    ド マ               ヨ     リ ロ               

轡 撫簫 タ

  一1
一 一  一         一  一 一

   〇.997

0.949

0.999

0.9ss

132一 一

7.5

0.983

0.861

42フ ルオ ロカーボン類の総廃棄量

 冷媒の廃棄1の 予測結果を図・4.1に示す。ただし、本研究は冷媒 を対象としているが、家庭

用冷蔵庫は断熱材のデータも入手可能なため、評価対象に含まれている。

 また・冷媒の廃棄量によるオゾン層破壊への影響量 を図一4.2に示す。ただ し、「ODPト ン」

とはフルオロカーボン類をODP換 算 した単位 を表 し、図一4.2はCFC・11の オゾン層破壊能力を

基準 としたときの、フルオロカーボン類の廃棄によるオゾン層破壊への影響を表 している。

 さらに、これ らめ冷媒の廃棄量について、それらをGWP換 算 した結果を図一4.3に示す。た

だ し、これは冷媒のCO2換 算廃棄量を表す。

 図・4.1より、初期の冷媒の廃棄量は1998年 をピークに減少するが、1995年 以降代替後の冷

媒の廃棄量が増加するため、全体 としての総廃棄量は増加する傾向が見られる。

 図・4・2より、初期の冷媒の廃棄によるオゾン層破壊への影響は大きい。これはCFCの 廃棄に

よる影響が大 きく、全体 として、オゾン層破壊への影響量は1998年 をピークに急速に減少する

ため、CFCの 回収に早急に取 り組むことが、オゾン層保護対策 として有効であるといえる。

 図一4.3より、初期の冷媒のCFCはGWPも 大きいため、これらの廃棄による温暖化への影響

は大きい。しかし、HCFCお よびHFCはCFCと 比較 してGWPが 小さいため、代替後の冷媒

の廃棄による影響は小さく抑えられている。全体 として、これらの冷媒のCO、 換算廃棄量：は1998

年 をピークに急速に減少 してい くため、早急に回収対策を実施することが温暖化抑制策としても

有効であるといえる。
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図一4.3フ ルオロカーボン類の総CO2換 算廃 棄量

 これ ら冷媒のCO2換 算廃棄量を1990年 の日本の1次 エネルギー消費によるCO,排 出量

←1053×106[tcod） と比較 した結果、1995年 では7.4%、2010年 では3.2%に 相当する。した

がって、通常の温暖化抑制策は、長期的な取 り組みにより効果が得られるのに対 して、フルオロ

カーボン類の回収は、短期 ・中期的に大 きな効果が得 られる優先順位の高い温暖化抑制策である

ことがいえる。

4.3各 機器別のCO2換 算廃棄量

 図一4.3により、冷媒全体のCO2換 算総廃棄量を示 したが、それらの廃棄量を各機器別に分類

した結果を図一4.4にまとめる。ただ し、これは各機器別のCO2換 算廃棄量について、2000年 か

ら2010年 までの合計値を表 している。

 図一4.4より、全体のCO2換 算総廃棄量に対 して、家庭用冷蔵庫（冷媒、断熱材）の廃棄量は22.0%、

カーエアコン（乗用車、 トラック、バス）の廃棄量は35.4%、 ルームエアコン（小型、中 ・大型、

パヅケージ）の廃棄量：は23 .4%、 およびコンデンシングユニ ヅトの廃棄量は9.7%と 、これ らの

機器からの廃棄量がヌ橡 機器全体のCO2換 算総廃棄量：の約90%を 占めている。
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4.41997年 の回収 量

 1997年 における各機器からの冷媒の回収量を表・3.7および表・3.8に基づいて算出 し、その結

果を図一4.5に示す。ただし、1997年 では断熱材の回収は実施されず、またHCFCの 回収は試験

段階であるため、これらの回収率をゼロと仮定 した。また、自動販売機については回収率のデー

タが入手困難なため、機器回収率をゼロと仮定 している。
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図一4.5 1997年 の 回収量 と排 出量

]
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 1997年 における総CO2換 算廃棄量は78.8×106[t-COQ]で あ り、これは1990年 の日本のCO2

排出量の7.7%に 相 当する。その うち、漏洩量を除いた機器からの廃棄量が71.5×106[t-cod

とな り、本分析では、機器廃棄時における冷媒 を回収の対象とする。図一4.5より、CO、換算回収

量は11.7×106【t・coyで あ り、1990年 のCO、 排出量の1.1%に 相当する。 しか し、残 りの冷媒

はすでに大気中に排出され、将来の温暖化へ大 きく寄与 していると考えられる。

4.52010年 の回収量の予測

 1997年 において、多 くの冷媒が未回収のまま排出されているが、これは回収制度の不備が要

因となる。そこで、各業界によ り2010年 における目標回収率 （表・3.9参照）が定められたため、

この 目標回収率が達成された場合の冷媒のCO 2換算回収量を求め、その結果を図・4.6に示す。

 2010年 における対象機器からのCO、 換算総廃棄 量の予測値は33.6×106[t-codで あ り、こ

れは1990年 の日本のCO2排 出量に対 して3.2%に 相当する。そのうち、漏 曳分を除いた機器か

らの廃棄量が31.2×106[t-COQ]と な り、本分析では、機器廃棄時における冷媒廃棄量を回収の

対象とする。図一4.6より、2010年 に回収 される冷媒のCO、 換算回収量は18.7×106[t-COQ]で あ

り、1990年 のCO2排 出量の1.8%に 相当する冷媒が回収 されると予測 される。

 ところで、2010年 における回収による温暖化抑制効果 を検討するため、表・3.13および表・3.14

を用いてフルオロカーボン類の運搬および破壊処理する際のエネルギー消費等によるCO 2排出

量を求め、それらを用いて補正することにより、回収によるCO2換 算排出削減効果を算出する。

その結果を表・4.3に示す。

      その他

 一体型ショー一ケース類

コンデンシングユニット類

 大型冷凍空調機器類

   ルームエアコン

    カーエアコン

 家庭用冷蔵庫（断熱）、

 家庭用冷蔵摩（冷媒）

0 2    4    6    8

CO2換 算 量[10^6 t-CO2]
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図・4.62010年 の回収量 と排出量
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表・4.32010年 にお けるCO2換 算回収 量 単位 【1（粍oo」

一 一
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 表・4.3より、運搬および破壊処理のエネルギー消費等によるCO 2排出量は非常に小さいため、

回収後に適切な処理をおこなえば、温暖化抑制策として有効であるといえる。ただし、冷媒回収

率および使用時の漏洩率等を考慮すると、廃棄量のうち約40%が 回収されずに大気へ排出され

ているため、今後は、機器回収率の向上だけでなく、回収時の漏洩をより小さく抑えることが、

温暖化抑制対策として重要な課題となる。
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5.研 究成果の まとめ

（1）評価対象機器中に充填される冷媒の廃棄量をCO 2換算すると、2000年 から2010年 までの

  各年のCO 2換算廃棄量は、1990年 の日本の1次 エネルギー消費によるCO 2排出量の3～

  7%に 相当する。

（2） 通常の温暖化抑制策は、長期的な取 り組みにより効果が得 られるのに対 して、冷媒の回収

  は、短期 ・中期的に大 きな効果が得 られる優先順位の高い温暖化抑制策である。ただ し、

  2000年 以降、冷媒のCO 2換算総廃棄量は急速に減少するため、早急に冷媒の回収 を実施

  する必要がある。

（3）カーエアコン、家庭用冷蔵庫、ルームエアコンからの廃棄による影響が大きく、これ らの

  機器からのCO 2換算廃棄量は対象機器全体の約80%を 占める。

（4）回収 ・運搬および破壊処理のエネルギー消費等によるCO 2排出量を考慮 しても、それらの

  CO 2排出量は冷媒の大気放出によるCO 2換算排出量 と比較 して非常に小さいため、冷媒を

  回収 し、適切な処置をおこなうことは温暖化抑制策として有効である。

6.今 後 の課 題

 本研究では、冷媒用 として使用 してい るフルオ ロカ...._.ボン類 の廃棄量 の予測お よび回

収 ・破壊処理対策 による温暖化抑制策 と しての効 果 を検討 したが、これ らの対策 による

費用対効果 も検討す る必要があ るため、今後は コス ト評価 も してい きたい と考 えてい る。

 また、フルオロカーボン類は冷媒 ・断熱材 ・発泡材 ・洗浄およびエアゾールな ど様々な用途に

使用されているが、本研究では冷媒用のみを評価対象としている。しか し、温暖化抑制策を総合

的に評価するためには、冷媒だけでな く断熱材 ・発泡材 ・洗浄およびエアゾールについても分析

をおこなう必要がある。したがって、今後は冷媒以外の用途についての情報 も集めてい く予定で

ある。

 さらに、本研究ではCFC、 HC：FCお よびHFCを 評価対象としているが、 COP・3で 新たに削

減対象物質に指定された温室効果ガスにはPFCお よびSF6な どがある。したがって、これらの

代替フロンについても同様に分析をおこなう必要がある。

 最後 に、温暖化抑制のためには、他の先進国および途十国におけるフルオロカーボン類の回収

も不可欠であるため、生産量の抑制だけでな く廃棄時に回収を実施することに対する国際的な対

応が望まれる。

19



〈参 考文献 〉

[1]Molina, M.J., and R.owland, F.S.；Nature, X101.249, pp.810-812,（1974）

[2】 日本 フルオロカーボン協会；フルオロカーボン類の環境 ・安全データー覧表

[3] IPPC；Climate Change 1995,121

[4]日 本 フルオロカーボン協会；特定フロン品種別 ・用途別出荷量

[5】 日本 フルオロカーボン協会；HCFC品 種別 ・用途別出荷量

[s】 日本フルオロカーボ ン協会；HFC品 種別 ・用途別出荷量

【71真 壁肇；信頼性データ解析,岩 波書店,（1987）

[g]（社）日本冷凍空調工業会 フロン委員会フロン回収 リサイクルWG.； 冷媒フロンの使用量 と

  回収可能量調査報告書,（1993）

[9】 オゾン層保護対策産業協議会；代替フロンの地球温暖化対策動向に関する調査報告書,平 成

  8年 度調査報告書NEDO-GETL9602, pp.109-113,（1997）

[10]（社）日本自動販売機工業会；自販機 リポー トUend, vol.2, pp.18,（1998）

【11]化学品審議会オゾン層保護対策部会回収再利用等対策分科会；特定 フロンの回収等 に関す

  る今後の取組の有 り方について （中間報告）,（1997）

[12】（財）日本エネルギー経済研究所エネルギー計量分析センター；エネルギー ・経済統計要覧'99,

   （財）省エネルギーセンター一,（1999）

[13]（社）日本冷凍空調工業会；冷凍空調機器データブック,（1990）

[14】（社）日本冷凍空調工業会；冷凍空調機器データブヅク,（1998）

[151（社）日本電機工業会家電諞  毳資料；国内出荷数量の推移

【16】（社）日本 自動販売機工業会；自販機工30年 のあゆみ,pp.32,（1993）

[171（社）日本 自動車工業会；自動車統計月報,Vol.32, No.11,（1999）
'
[18】（社）日本 自動車工業会；自動車統計年報,第26集,（1998）

[19】（社）日本 自動販売機工業会；自販機データブック,pp.6,（1999）

[20]（社）日本 自動販売機工業会；自販機普及台数及び年間自販金額pp.2,（1990・1998）

【21】日本 ミネラルウォーター協会；ミネラルウォーター生産量の推移

[22】（社）日本電機工業会；2003年 に至る家電製品の国内需要予測 一経済 ・社会需要から導 く需要

  構造の変化 一,pp47-53,（1999）

[23】関西経済研究センターマクロ経済分析プロジェク ト；第45回 景気分析 と予測,（1998）

[24]通 商産業省基礎産業局；第6回 化学品審議 会地球温暖化防止対策部会,（1999）

[25】環境庁大気保全局企画課；平成8年 度フロン回収等に関する調査報告結果について,（1997）

【26】環境庁大気保全局企画課；平成9年 度CFC回 収などに関する調査結果,（1998）

[271通 商産業省化学品審 議会オゾン層保護対策部会回収再利用等対策分科会；特定フロンの回収

  等に関する今後の取組の有 り方について （中間報告）,（1997）

[28]環 境庁大気保全局企画課広域 大気管理室；フロン回収 ・破壊モデル事業事例集,（財）日本環境

  衛生セ ンター,（1996）

20



[29]環 境庁大気保全局企画課資料；フロン使用機器の使用 ・廃棄に際 してのフロン排出の可能性

[301電 力中央研究所；産業連関分析による財 ・サー ビス生産時のエネルギー消費とCO 2排出量,

  Y95013

[31]日 本化学会編；化学便覧基確編II改 訂4版 丸善, pp.301・302,（1993）

21


